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1 はじめに
オンラインでサービスを初めて利用するとき，サービ

スを提供する企業が提示する利用規約にユーザは同意
しなければならない．利用規約に同意するボタンをク
リックする行為は契約を締結する行為と同等の効果を持
つ [7]．しかし，利用規約を読んで正しく理解した上で
同意または拒否を選択するユーザは極めて少なく，多
くのユーザが内容をほとんど読まずに同意を選択して
いる [5]．
この現状は当然ユーザにとって極めてリスクが高い

が，サービスを提供する企業にとっても同様にリスクが
高い．例えば，利用規約に記載された違反行為やペナル
ティーを理解していないユーザが企業に直接損害を与え
る状況や，風評被害や炎上を起こして間接的な損害を生
む状況を想定することができる．不要な誤解を未然に防
ぐためにも利用規約をユーザに十分理解してもらった上
でサービスの利用を開始してもらうことは，サービスを
提供する企業にとって極めて重要である．
ユーザに利用規約を読解してもらうために企業が取り

うる 1 つの方法として，利用規約のユーザへの見せ方
（表示手法）を工夫することが挙げられる．例えば，利
用規約を表示するページのスタイリングを工夫したり，
利用規約の重要な部分について別途概要などの補助的な
コンテンツを追加したりすることが挙げられる．実際
に，独自の工夫を加えた表示手法で利用規約を提示し，
ユーザの利用規約の読解の促進を目指す企業が複数存在
する．その事例として 2020年 6月時点では，GitHub 1）

や LinkedIn 2）の利用規約などがある．GitHubの利用規
約のページにおいては，利用規約の原文に加えて先頭に
各セクションのタイトルとその概要が載った表が配置さ
れている．LinkedIn の利用規約のページにおいては，
利用規約の重要な内容が書かれている部分に添えてその
部分の概要が載っている．
しかし，表示手法の工夫の方法は企業によって統一さ

れておらず，それぞれの表示手法の実際の効果は不明で
ある．そこで本研究では，様々な利用規約の表示手法に
ユーザの利用規約の読解を促進する効果があるかを定量
的に調べることを目的とする．そのため，架空の SNS
のウェブサイトと利用規約を独自に用意し，クラウド
ソーシングを活用したユーザ実験を通じて複数の利用規
約の表示手法を比較評価した．結果，利用規約の表示手
法は，ユーザの利用規約の理解度とほとんど関係ないこ
とがわかった．また，利用規約には一般的には見られな
い内容が含まれていても，ユーザがそれに気づかない可
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能性が高いという知見も得られた．本論文では，実施し
た実験の概要，結果，および考察の報告を行う．

2 関連研究
2.1 利用規約の読解状況を調査した研究
ほとんどの人はサービスの利用規約を読まないという

ことは，多くの人にとって共通する感覚である．実際に
Obar ら [6] は，利用規約をユーザが読む振る舞いを調
査し，ほとんどのユーザは利用規約を読んでいないこと
を明らかにした．彼らは，ユーザ登録時にユーザにとっ
て不公平な内容を含む利用規約を提示する架空の SNS
のウェブサイトを独自に用意し，このウェブサイトを評
価してもらう過程で実験参加者にユーザ登録をしてもら
う実験を行った．その結果，提示した利用規約は読み終
えるのに概ね 15分から 17分を要する分量があったにも
関わらず，およそ 80%の実験参加者が利用規約を 1分も
かけずに読み終えていたこと，98%の実験参加者が利用
規約に含まれていた不公平な内容に気づかなかったこと
がわかった．
また，Obar ら [5] は SNS を中心とする多くのサービ

スにおいて用いられている Quick-Join Clickwrap と呼
ばれる手法の問題点も指摘している．これは，利用規約
へのリンクと同意ボタンのみをユーザ登録のページに配
置する手法で，明示的にリンクをクリックしない限り
ユーザは利用規約を目にしないという手法である．この
手法によってユーザは，このプロセスが契約への同意プ
ロセスでないと認識すること，同意プロセスが重要でな
いと認識すること，同意プロセスへ関与しなくなること
が明らかになった．
オンラインサービスの利用規約に限らず，それと似た

ソフトウェア利用許諾契約（EULA）を読むユーザも極
めて少ないことがわかっている．Bakos ら [1] は，ソフ
トウェア販売ウェブサイトにおいてソフトウェア利用許
諾契約を読む人は購入者のうちどの程度かを調査した．
その結果，購入した人 1000 人に対して 1 人か 2 人の割
合の人しか契約内容が記載されたページを閲覧しておら
ず，閲覧した人であっても 50%の人は 30秒以内に，90%
の人は 2分以内にページを離れていることがわかった．
このようにオンラインにおいて，サービスの利用規約

やそれと似た契約文書をきちんと読むユーザは極めて少
ない．しかし前章で述べた通り，利用規約を実際に読ん
でいるかに関わらず，ユーザが同意ボタンを押した時点
で契約は成立することになる [7]．このようなユーザ・
企業双方にとって好ましくない状況を避けるため，複数
の企業が利用規約の表示手法に工夫を凝らしている．本
研究は，そのような表示手法の工夫にユーザの利用規約
の読解を促進する効果があるかを定量的に調べることを
目的とする．
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2.2 利用規約の理解促進を目指した研究
利用規約の内容を理解していないことによるユーザの

リスクを減らすために，利用規約の内容の理解促進を目
指したプロジェクトや研究が存在する．例えば，Terms
of Service; Didn’t Read（ToS;DR） 3）というプロジェク
トは，ブラウザ上でユーザがアクセスしたサービスの利
用規約に不公平な内容が含まれるかどうかを表示するブ
ラウザ拡張機能を提供している．拡張機能が使用する
データは，それぞれのサービスの利用規約に含まれる内
容が公平か不公平かをボランティアが評価して報告した
ものを用いている．
ボランティアに頼らずユーザの利用規約の内容の理解

促進を目指した研究は，機械学習の技術を活用したもの
が多い．Lippi ら [4] は，利用規約には潜在的に不公平
な条文が含まれる場合が多いと指摘し，機械学習を用い
て利用規約から不公平な部分を抽出する CLAUDETTE
というシステムを構築した．また Lagioia ら [3] は，深
層学習の技術を用いて CLAUDETTE を発展させたシス
テムを構築した．
以上のプロジェクトや研究は利用規約の内容に着目

し，ユーザにとってリスクを回避するために重要なもの
を抽出し，それをユーザに提示することを目的としてい
る．一方，本研究は利用規約の表示手法に着目し，工夫
された表示手法にユーザの利用規約の読解を促進する効
果があるかを定量的に調べることを目的とする．

2.3 プライバシーポリシーの表示手法の研究
利用規約と似た文書としてプライバシーポリシーがあ

る．プライバシーポリシーは利用規約と併せて提示され
ることが多い，サービス上での個人情報の取り扱い方法
をユーザと企業で取り決める契約文書である．プライバ
シーポリシーは利用規約と比較して記載する内容が決
まっていることや，GDPR（EU 一般データ保護規則）
などの規則において表示手法に関する内容が言及されて
いる [9] ことから，その表示手法に関する研究が進んで
いる．
Renaund ら [9] は，GDPR の規則を満たすプライバ

シーポリシーのガイドラインを提案した．ガイドライン
ではプライバシーポリシーの適切な表示手法についても
論じており，最初にユーザの目に入るページにおいては
ユーザのリスクに関わる必要不可欠な内容のみを，簡潔
で理解しやすい表現で記載するよう求めている．同時
に，最初のページに詳細な内容は記載せず，詳細な内容
へのリンクのみが表示されるべきだと指摘している．
Johnson ら [2] も同様に，ユーザインタフェースにおい
て大量の直接関係ない情報をユーザに対して見せるべき
ではないと指摘している．本研究では，プライバシーポ
リシーの表示手法に関する研究も参考にし，効果が期待
される表示手法にユーザの利用規約の読解を促進する効
果があるかを定量的に調べることを目的とする．

3 実験環境と実験条件
本研究では，利用規約の表示手法によってユーザがど

れだけ利用規約を正しく理解するかという理解度を評価
する．そこで Obar ら [5] の研究を参考に，架空の SNS

3） https://tosdr.org/

図 1: 実験に用いた架空の SNS である SocialNet のウェ
ブサイトのトップページ．本ウェブサイトのユーザビリ
ティに関するテストを実験参加者にお願いし，その過程
でユーザー登録をしてもらう実験を行った．ユーザー登
録時に利用規約を実験参加者によって異なる表示手法で
提示した．

のウェブサイトのユーザビリティに関するテストを実験
参加者にお願いし，その過程でユーザ登録をしてもらう
実験を実施することにした．
本章では，本実験を実施するために用意した架空の

SNS である SocialNet のウェブサイトについて述べる．
ウェブサイトは，英語および日本語で実験を行うために
それぞれの言語のものを用意した．スペースの都合上，
内容に関しては英語版のウェブサイトに載せたもののみ
を記述するが，日本語版のウェブサイトにおいても同じ
内容を日本語で載せている．

3.1 架空のサービスとウェブサイト
SocialNet は LinkedIn を模したビジネス向け SNS で

ある．図 1にウェブサイトのトップページを示す．実験
の流れは以下の通りである．

1. 実験参加者に，独自に構築した SNS のウェブサイ
トのユーザビリティに関するテストをお願いする．

2. 実験参加者は，最初に図 1 に示すウェブサイトの
トップページを閲覧する．続いてユーザ登録へのリ
ンクをクリックする．

3. 実験参加者に利用規約（後述）を提示する．利用規
約の表示手法は後述する 5 種類のうちランダムな 1
種類で実験参加者によって異なる．

4. 利用規約を読んだ後，実験参加者は同意または拒否
のボタンをクリックする．

5. 実験参加者に本来の実験の目的を伝えるデブリー
フィングを行う．

6. 実験参加者の利用規約の理解度を調べるために，提
示した利用規約に関する質問に答えてもらう．

なお，本実験では多くのサービスで用いられている
Quick-Join Clickwrap [7] は採用していない．本研究の
目的は利用規約の表示手法を評価することであり，実験
参加者が利用規約を全く見ずに実験を終えることを避け
るためである．

3.2 利用規約の内容
前述のように実験参加者にはユーザ登録の過程で利用

規約を提示する．本節では利用規約の内容について述べ
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る．SocialNetは LinkedInを模した架空のサービスであ
るため，利用規約は LinkedInの利用規約 4）を借用した．
借用の際，LinkedIn という固有名詞を架空サービスの
名称である SocialNetに置き換え，LinkedInを想起させ
るその他の表現も意味を変えないように注意してそれを
想起させない表現に修正した．
ここで以下のように SocialNet の利用規約に一般的

でない内容を 2 箇所追加した．追加した内容は，Obar
ら [5] の研究を参考に筆者らが加筆訂正および翻訳をし
たものを用いた．一般的でない内容を利用規約に追加し
た理由は，一般的な利用規約と比べてユーザにとって不
自然・不公平な内容を含めた場合，実験参加者がそれに
気づきやすいかどうかを明らかにするためである．

追加文 A In addition to any monetary payment that the
user may make to SocialNet, by agreeing to these Terms
of Service, and in exchange for our service(s), all users of
this site will be asked to visit our main headquarters in
person to verify your identity.

追加文 B Any and all data generated and/or collected
by SocialNet may be accessed by all employees of our
company and may be shared with any third parties we
affiliate with through a partnership. For example, your
data may be used for marketing purposes.

1 つ目の内容（追加文 A）は，元々の利用規約のセク
ション 2（Obligations）の 2.3 節（Payment）に追加し
た．本サービスに登録すると，ユーザは実際に本社を訪
れて本人確認を行う義務が発生するという極めて不自
然な内容である．2 つ目の内容（追加文 B）は，元々の
利用規約のセクション 3（Rights and Limits）の 3.1 節
（Your License to SocialNet）に追加した．本サービスが
収集したデータの利用範囲が極めて広いということを示
すユーザにとって極めて不公平な内容である．

3.3 利用規約の表示手法
前述のように実験参加者には，ユーザ登録の過程で実

験参加者によって異なる表示手法で利用規約を提示す
る．本節では，用意した 5 種類の利用規約の表示手法
（通常方式，表方式，アラート方式，アコーディオン方
式，アコーディオン + アラート方式）について述べる．
表示手法ごとのユーザの利用規約の理解度を評価するこ
とが本実験の目的で，5 種類の表示手法のうちランダム
な 1種類の手法で実験参加者に利用規約を提示する．
3.3.1 通常方式
本手法は，利用規約の表示手法に関して特に工夫を

行っていない手法で，利用規約の原文のみをそのまま表
示している（図 2）．
3.3.2 表方式
本手法は，GitHub の利用規約の表示手法を参考に筆

者らが改善を試みたものである（図 3）．本手法では，
各セクションのタイトルと平易な表現による概要の文章
を箇条書き形式で表に載せ，利用規約のページの先頭に
配置している．本手法では，利用規約の原文を読み始め
る前に，各セクションの内容の概要をユーザが掴むこと
が可能であると期待できる．
表に載せた概要の文章は，利用規約の原文を参考に筆

4） https://www.linkedin.com/legal/user-agreement

図 2: 通常方式による利用規約の表示の様子．特に工夫
を行っていない表示手法で，利用規約の原文のみをその
まま表示している．

図 3: 表方式による利用規約の表示の様子．各セクショ
ンのタイトルと平易な表現による概要を箇条書き形式で
表に載せ，利用規約のページの先頭に配置している．

者らが独自に作成したものである．表に載せた概要の文
章のうち，実験参加者の利用規約の理解度を評価するた
めの質問（後述）に関わる部分を以下に載せる．

• 2. Obligations: - You are at least the age of 16. -
You will have only one account, which must be in
your real name. - All users agree to visit our main
headquarters in person to verify your identity.

• 3. Rights and Limits: - Any and all data generated
and/or collected by SocialNet may be accessed by all
employees of our company and may be shared with
some third parties.

• 4. Disclaimer and Limit of Liability: - The liability
of us shall not exceed an amount you paid or 1,000
USD.

• 6. Governing Law and Dispute Resolution: - We
and you agree to resolve a legal dispute in California
courts using California law, or Dublin, Ireland courts
using Irish law.

3.3.3 アラート方式
本手法は，LinkedIn の利用規約の表示手法を参考に

筆者らが改善を試みたものである（図 4）．本手法では，
利用規約のうち重要な部分に添え，平易な表現による概
要の文章をアラートに包んで載せている．本手法では，
利用規約の原文をユーザが読み進める際，重要な部分に
注意を払い，その部分の理解に概要の文章を用いること
ができると期待できる．
アラートの挿入箇所と使用した概要の文章は，
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図 4: アラート方式による利用規約の表示の様子．利用
規約のうち重要な部分に添え，平易な表現による概要の
文章をアラートに包んで載せている．

図 5: アコーディオン方式による利用規約の表示の様
子．利用規約の各セクションの原文をアコーディオンメ
ニューで包んでいる．メニューのラベルには，セクショ
ンのタイトルと概要の文章を箇条書き形式で載せている
（内容は表方式のものと同様）．

LinkedIn の利用規約に記載されているものを流用し，
原文に対して行ったのと同様に LinkedIn という固有名
詞を SocialNet に置き換えている．また，利用規約に追
加した一般的でない内容に対してもアラートを挿入し，
概要の文章を載せている．追加文 A，追加文 B に対し
て使用した概要の文章はそれぞれ以下の通りである．

追加文 A All users agree to visit our main headquarters in
person to verify your identity.

追加文 B Any and all data generated and/or collected
by SocialNet may be accessed by all employees of our
company and may be shared with some third parties.

3.3.4 アコーディオン方式
本手法は，筆者らが独自に考案した表示手法である

（図 5）．本手法では，利用規約の各セクションの原文を
アコーディオンメニューで包んでいる．メニューのラベ
ルには，セクションのタイトルと概要の文章を箇条書き
形式で載せている（内容は表方式のものと同様）．ここ
までの手法と異なり，利用規約のページを開いたとき
ユーザには利用規約の原文が直接提示されない．この手
法は，ユーザに対して一度に提示する情報を減らすこと
ができるという点において，よりユーザフレンドリーで
あると考えられる [2]．本手法では，最初にセクション
の一覧とそれぞれの概要をユーザが掴み，次に必要に応
じて各セクションのラベルをクリックすることで利用規
約の原文を閲覧することができると期待できる．

図 6: アコーディオン +アラート方式による利用規約の
表示の様子．本手法はアコーディオン方式とアラート方
式の組み合わせである．

3.3.5 アコーディオン +アラート方式方式
本手法はアコーディオン方式とアラート方式を組み合

わせである（図 6）．アコーディオン方式と同様に，本手
法では最初にセクションの一覧とそれぞれの概要をユー
ザが掴み，次に必要に応じて各セクションのラベルをク
リックすることで利用規約の原文を閲覧することができ
ると期待できる．また，ユーザがメニューを開いて利用
規約の原文を閲覧するときはアラート方式と同様に，重
要な部分に注意を払い，その部分の理解に概要の文章を
用いることができると期待できる．

3.4 利用規約の理解を問う設問
実験参加者がユーザ登録を完了した後，本実験に関す

るデブリーフィングを実施し，引き続き実験参加の同意
が得られた実験参加者に対して，提示した利用規約の理
解度を評価するための質問を行った．質問は選択式 7問
（うち 1 問はスクリーニング用）である．本節では，質
問の各設問の内容とそれぞれの正誤の判断基準を述べ
る．なお質問を実施する際，利用規約が全て有効である
と仮定して回答してほしいという旨を実験参加者に伝え
た．これは，利用規約に追加した内容が法律などによっ
て無効になると実験参加者が疑う可能性を排除するため
である．

1. Which of the following age(s) can use our service?
Check all that apply. (a) 14; (b) 16; (c) 18; (d) 20; (e)
22

2. What responsibilities do you agree to by using our
service(s)? Check all that apply. (a) Payment for
applicable fees and taxes; (b) Cleaning our office at
least once a month; (c) Working as a volunteer in a
public space at least once a month; (d) Visiting our
main headquarter in person to verify your identity

3. Who can access your personal data that you
provide to SocialNet? Check all that apply. (a)
Only authorized employees of SocialNet; (b) All
employees of SocialNet; (c) Third parties we have a
partnership with; (d) Any third parties

4. Whendowe schedule the termination of our service?
Select 2020. This is to screen out randomly filled
questionnaires. (a) 2019; (b) 2020; (c) 2021; (d) 2022

5. What compensation will you receive if there are
any issues with our service which results in a loss?
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(a) Unlimited compensation; (b) Full refund for the
amount you paid or up to 1,000 USD; (c) Refund
equivalent to the previous 12 transactions or up to
800 USD; (d) Refund equivalent to the previous 5
transactions or up to 500 USD; (e) All payments are
non-refundable

6. Where are you able to claim and dispute legal
conflicts with? (a) A court in any country; (b) A
court in a country we specify, possibly outside your
country of residence; (c) A court that we specify in
your country of residence; (d) You have to rely on
the arbitration institution that we specify and you
cannot rely on any courts; (e) You cannot rely on any
arbitration institutions or any courts

7. What information must you provide to verify
yourself? (a) No verification necessary; (b) You
must provide a user ID or handle name; (c) You
must provide your real name or a pseudonym; (d)
You must provide your real name, no pseudonyms
allowed

設問 1 に関しては，(a) 以外の選択肢を全て選択した
ものを正答とし，それ以外を誤答とした．根拠は，利
用規約の原文の “The Services are not for use by anyone
under the age of 16.” である．根拠となる内容は原文以
外でも，表方式，アコーディオン方式，アコーディオン
+アラート方式の概要の文章に含まれている．
設問 2 に関しては，選択肢 (a) と (d) を選択したも

のを正答とした．選択肢 (a) の根拠は，利用規約の
原文の “If you buy any of our paid Services (“Premium
Services”), you agree to pay us the applicable fees”であ
る．選択肢 (d) の根拠は，利用規約に追加した一般的で
ない内容のうち追加文 A である．その他の選択肢に関
しては利用規約の原文に記述がないため，いずれも選択
されていないことを正答の条件とするべきであるが不問
とした．選択肢 (a) の根拠となる内容は原文以外でも，
アラート方式，アコーディオン + アラート方式の概要
の文章に含まれている．選択肢 (d) の根拠となる内容は
原文以外でも，表方式，アコーディオン方式，アコー
ディオン + アラート方式の概要の文章に含まれている．
設問 3に関しては，選択肢 (d)を選択したものを正答

とした．根拠は，利用規約に追加した一般的でない内容
のうち追加文 B である．本来は選択肢を全て選択して
いることを正答の条件とするべきであるが，最も広い範
囲である選択肢 (d) 以外の選択の有無は不問とした．根
拠となる内容は原文以外でも，通常方式を除く全ての方
式の概要の文章に含まれている．
設問 4は，Oppenheimerらの研究 [8]を参考に筆者ら

が設定した，ランダムに回答された結果を除去するため
の設問である．設問文の通り選択肢 (b) を正答とし，本
設問に正答していない回答は分析対象から取り除いた．
設問 5 に関しては，選択肢 (b) を選択したものを正

答とした．根拠は，利用規約の原文の “SocialNet and
its affiliate will not be liable to you in connection with
this contract for any amount that exceeds (A) the total
fees paid or payable by you to SocialNet for the services
during the term of this contract, if any, or (B) US $1000.”
である．根拠となる内容は原文以外でも，表方式，ア

コーディオン方式，アコーディオン + アラート方式の
概要の文章に含まれている．
設問 6 に関しては，選択肢 (b) を選択したもの

を正答とした．根拠は，利用規約の原文の “you
and SocialNet agree to resolve it inCalifornia courts using
California law, or Dublin, Ireland courts using Irish law”
である．根拠となる内容は原文以外でも，通常方式を除
く全ての方式の概要の文章に含まれている．
設問 7 に関しては，選択肢 (d) を選択したものを正

答とした．根拠は，利用規約の原文の “Use your real
name on your profile”である．根拠となる内容は原文以
外でも，表方式，アコーディオン方式，アコーディオン
+アラート方式の概要文に含まれている．

4 実験
以上で述べた架空サービス SocialNet のウェブサイト

を用いて実験を実施した．本章では，実験参加者と具体
的な実験手順について述べる．

4.1 実験参加者
実験参加者は，海外のクラウドソーシングサービスで

ある Prolific 5）および国内のクラウドソーシングサービ
スであるクラウドワークス 6）で募集した．前者において
は 200名の実験参加者を募集し，謝金として 1スターリ
ング・ポンドを支払った．ただし，後述するデブリー
フィングの時点で実験への参加を取りやめた者に対して
は 0.6 スターリング・ポンドを支払った．後者において
は 100名の実験参加者を募集し，謝金として一律で 130
円を支払った．

4.2 実験手順
クラウドソーシングサービス上で実験への参加を検討

した者は，最初に本実験の説明を確認する．ただしこの
時点においては本来の実験の目的を伝えておらず，代わ
りに目的を，新しいソーシャルネットワーキングサービ
スのユーザビリティをテストすることであると伝えた．
これは本来の実験の目的をこの時点で伝えた場合，実験
参加者の普段の利用規約の読み方が実験結果に反映され
ないことが想定されるためである．
実験への参加に同意した者は，図 1に示したウェブサ

イトのトップページに移動する．実験参加者がユーザ登
録へのリンクをクリックすると，5 種類の表示手法のう
ちランダムな表示手法で利用規約を提示される．実験参
加者が利用規約を読み終え，同意または拒否のボタンを
クリックすると，本来の実験の目的を伝えるデブリー
フィング画面が表示される．本画面において実験参加者
は本来の実験の目的を確認し，続行に同意した場合は利
用規約に関する質問に回答する．

4.3 実験で得たデータの処理
実験で得たデータから以下の条件を満たすものを抽出

し，以降に用いることにした．最後の条件を加えた理由
は，システムのログにおいてセッションの終わりが明確
でないものが存在し，この場合には閲覧時間を計算でき
ないからである．

5） https://app.prolific.co/
6） https://crowdworks.jp/
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表 1: 得られたデータにおける表示手法・言語ごとの実
験参加者の人数．ほとんどの実験参加者が利用規約への
同意を選択し，拒否を選択した人は英語版かつアラート
方式において 1名のみであった．

表示手法 英語 日本語 合計
通常 18 12 30
表 20 6 26
アラート 19 14 33
アコーディオン 23 8 31
アコーディオン +アラート 22 8 30
合計 102 48 150

表 2: 設問 1 におけるロジスティック回帰の結果．問題
文は “Which of the following age(s) can use our service?
Check all that apply.”である．5%の有意水準において利
用規約の閲覧時間 T，アラート方式を表す二値 Alert に
よる有意差が認められた．

95%信頼区間
説明変数 オッズ比 下限 上限 p値
T 1.561 1.007 2.420 < .05
Table 0.847 0.278 2.576 .770
Alert 0.298 0.090 0.989 < .05
Accordion 0.818 0.276 2.424 .717
Accordion+Alert 0.863 0.298 2.496 .786

•デブリーフィングに同意し，最後まで実験を完了し
ていること．

•スクリーニング用の設問（設問 4）に正答している
こと．

•利用規約のページに入った回数とページから離れた
回数が一致すること．

抽出の結果，Prolific で実験参加者を募集して英語版
のウェブサイトを用いて実施した実験（以下，英語版と
呼ぶ）では 102件のデータ，クラウドワークスで実験参
加者を募集して日本語版のウェブサイトを用いて実施し
た実験（以下，日本語版と呼ぶ）では 48 件のデータ，
合計で 150 件の有効なデータを取得することができた．

5 結果
本章では，150 件のデータを用いて得られた結果につ

いて述べる．表 1 に利用規約の表示手法・言語ごとの
データ件数を示す．なお，ほとんどの実験参加者が利用
規約への同意を選択し，拒否を選択した人は英語版かつ
アラート方式において 1名のみであった．また，質問の
各設問の表示手法・言語ごとの正答率の分布を図 7 に
示す．

5.1 閲覧時間・表示手法と正答率の関係
利用規約の閲覧時間および表示手法によって質問の各

設問の正答率が有意に変化するかどうかを調べるため，
ロジスティック回帰を実施した．目的変数はそれぞれの
設問において正答したかどうかを表す二値とし，説明変
数は以下のものとした．

• T: 正規化した利用規約の閲覧時間．閲覧時間の長
さが利用規約の読解に繋がることは知られてお
り [5]，この変数を導入することにより，実験参加
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(b) 設問 2 の正答率．利用規約に追加した内容で
ある追加分 Aが根拠に含まれる設問である．
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(c) 設問 3 の正答率．利用規約に追加した内容で
ある追加分 Bが根拠となる設問である．
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(d)設問 5の正答率．
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(e)設問 6の正答率．
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(f)設問 7の正答率．

図 7: 各設問の正答率の分布．縦軸は当該設問の正答率
を表す．表示手法は左から，通常方式，表方式，アラー
ト方式，アコーディオン方式，アコーディオン +アラー
ト方式で，英語版と日本語版それぞれの結果を並べてい
る．利用規約に独自に追加した一般的でない内容に関す
る設問（設問 2，3）の正答率は，他の設問（設問 1，5，
6，7）の正答率と比べて統計的に有意に低いことがわ
かった．
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表 3: 設問 5 におけるロジスティック回帰の結果．問
題文は “What compensation will you receive if there are
any issues with our service which results in a loss?”であ
る．5%の有意水準において閲覧時間 T，アコーディオ
ン方式を表す二値 Accordion，アコーディオン +アラー
ト方式をによる二値 Accordion+Alert による有意差が認
められた．

95%信頼区間
説明変数 オッズ比 下限 上限 p値
T 2.555 1.357 4.810 < .01
Table 4.643 0.980 22.002 .053
Alert 1.190 0.211 6.709 .844
Accordion 6.084 1.287 28.754 < .05
Accordion+Alert 8.960 2.011 39.916 < .01

表 4: 設問 6 におけるロジスティック回帰の結果．
問題文は “Where are you able to claim and dispute legal
conflicts with?” である．5%の有意水準において閲覧時
間 T による有意差のみが認められた．

95%信頼区間
説明変数 オッズ比 下限 上限 p値
T 1.689 1.023 2.790 < .05
Table 1.623 0.517 5.097 .407
Alert 1.009 0.328 3.107 .987
Accordion 2.330 0.768 7.070 .135
Accordion+Alert 1.849 0.619 5.519 .271

者ごとの閲覧時間の影響を取り除くことを目的とし
ている．

• Table: 表方式を表す二値
• Alert: アラート方式を表す二値
• Accordion: アコーディオン方式を表す二値
• Accordion+Alert: アコーディオン + アラート方式
を表す二値

設問 1，5，6，7 におけるロジスティック回帰の結果
を，それぞれ表 2，3，4，5に示す．設問 2，3に関して
は，いずれの説明変数によっても正答率に有意な差は生
じなかったため結果を載せていない．
設問 1 の正答率は，5%の有意水準において閲覧時間

T，アラート方式を表す二値 Alert による有意差が認め
られた．オッズ比から閲覧時間 T は正答率を増加させ
る方向に働き，アラート方式 Alert は正答率を減少させ
る方向に働くことがわかった．
設問 5 の正答率は，5%の有意水準において閲覧時間

T，アコーディオン方式を表す二値 Accordion，アコー
ディオン+アラート方式を表す二値 Accordion+Alertに
よる有意差が認められた．オッズ比から閲覧時間 T，ア
コーディオン方式 Accordion，アコーディオン +アラー
ト方式 Accordion+Alert は正答率を増加させる方向に働
くことがわかった．
設問 6，7 の正答率は，5%の有意水準において閲覧

時間 T による有意差のみが認められた．オッズ比から
閲覧時間 T は正答率を増加させる方向に働くことがわ
かった．以上の結果をまとめると以下のようになる．

•設問 1，5 においては表示手法による正答率の有意
差が認められた．

表 5: 設問 7 におけるロジスティック回帰の結果．
問題文は “What information must you provide to verify
yourself?” である．5%の有意水準において閲覧時間 T
による有意差のみが認められた．

95%信頼区間
説明変数 オッズ比 下限 上限 p値
T 6.121 2.418 15.495 < .001
Table 1.606 0.477 5.405 .444
Alert 1.817 0.565 5.844 .316
Accordion 1.561 0.472 5.162 .466
Accordion+Alert 2.424 0.741 7.929 .143

•設問 1においてはアラート方式が正答率を減少させ
る方向に働くことがわかった．

•設問 5においてはアコーディオン方式，アコーディ
オン + アラート方式が正答率を増加させる方向に
働くことがわかった．

•設問 1，5，6，7 では閲覧時間による正答率の有意
差が認められ，いずれの設問でも閲覧時間が長いほ
ど正答率が増加することがわかった．

5.2 一般的でない内容に関する設問の正答率
質問の各設問の表示手法・言語ごとの正答率の分布で

ある図 7を参照すると，利用規約に独自に追加した一般
的でない内容に関する設問（設問 2，3）の正答率は，ど
の表示手法においても他の設問の正答率に比べて著しく
低いことが読み取れる．そこで，一般的でない内容に関
する設問（設問 2，3）の正答率は，他の設問（設問 1，
5，6，7）の正答率と比べて統計的に有意に低いかどう
かを，対応のある t 検定（片側）を実施して調べた．結
果，𝑡(149) = 8.24，𝑝 < .0001，効果量 𝑑 = 0.944（95%
信頼区間 [0.705, 1.182]）となり，有意差が認められた．

6 考察
6.1 利用規約の表示手法と正答率の関係
結論から言えば，表示手法の工夫は利用規約の読解の

促進にほとんど効果がなかったと言える．利用規約の表
示手法によって有意に正答率が変化した設問は設問 1，
5 のみであった．設問 5 においてはアコーディオン方
式，アコーディオン + アラート方式によって正答率が
増加したものの，問 1においてはアラート方式によって
正答率が減少した．
設問 1においてアラート方式によって正答率が減少し

た理由は不明である．図 7において設問 1の正答率の分
布は，他の設問に比べても表示手法・言語によってばら
つきがある．また，確かにアラート方式の概要文には具
体的な年齢が書かれておらず，表方式．アコーディオン
方式，アコーディオン + アラート方式と比べて正答率
が減少することは考えられるが，概要文が一切載ってい
ない通常方式と比べて正答率が減少することは考えにく
い．データの件数を増やすことにより，この結果が単な
る偶然によるものなのかを検証する必要があると考えら
れる．
設問 5においてアコーディオン方式，アコーディオン

+ アラート方式によって正答率が有意に増加した理由
は，これらの表示手法では共通して概要の文章に解答の
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根拠が含まれており，かつ利用規約のページを開いたと
き表示される情報が絞られているからであると考えられ
る．しかし，その効果の大きさには疑問の余地が残る．
これらの表示手法の効果を享受できる設問は他にも存在
するにも関わらず，他の設問においては有意な効果があ
るという結果は得られなかったためである．
以上から，表示手法の工夫は利用規約の読解の促進に

ほとんど効果がなかったと言える．ただし全く確実とは
言えないが，利用規約の重要な部分の概要を箇条書き形
式で用意し，利用規約のページを開いたときユーザに概
要のみを表示するとユーザの目に入る可能性がある．

6.2 利用規約の閲覧時間と正答率の関係
同時に，利用規約の閲覧時間が長いほど質問の正答率

が高くなることがわかった．スクリーニング用の設問を
除く 6問中 4問（設問 1，5，6，7）で閲覧時間による正
答率の有意差が認められ，これら全ての設問で閲覧時間
が長いほど正答率が増加するという結果が得られた．こ
れは，Obarら [5]の研究の結果と同様に，閲覧時間の長
さが利用規約の読解に繋がることを示している．

6.3 一般的でない内容に関する設問の正答率
利用規約に独自に追加した一般的でない内容に関する

設問（設問 2，3）の正答率は，その他の設問（設問 1，
5，6，7）の正答率に比べて統計的に有意に低いことが
わかった．このことは，利用規約にユーザが想定してい
ない内容が含まれる場合，明らかにユーザにとって不公
平な内容であってもユーザがその内容に気づかない可能
性があるということを示唆する．似たサービスにおいて
は似た内容が利用規約に書かれていることが多く，利用
規約には当然このような内容が書いてあるだろうと考え
てしまうバイアスにユーザが陥っている可能性がある．
企業は，他の似たサービスの利用規約に書かれていない
内容に関しては十分注意して強調する必要がある．同時
に，企業が故意に不公平な内容を隠した場合に備え，他
の似たサービスの利用規約と異なる内容を機械的に抽出
し，ユーザに提示する仕組みが必要である．

6.4 まとめ
以下に本実験で得られた知見をまとめる．これらの知

見が利用規約のユーザの読解を促進する手法を検討する
上で役立つことを期待する．

•利用規約の表示手法の工夫はほとんど効果がなかっ
た．ただし，利用規約の重要な部分の概要を箇条書
き形式で用意し，利用規約のページを開いたとき
ユーザに概要のみを表示するとユーザの目に入る可
能性がある．

•利用規約の閲覧時間の長さが利用規約の読解に繋が
る．これは先行研究の結果に一致する．

•一般的な利用規約ではみられないような内容が含ま
れている場合， 明らかにユーザにとって不公平な
内容であっても気づかない可能性が高い．企業は，
そのような内容を含める場合十分注意して強調する
べきである．同時に，企業が故意に不公平な内容を
隠した場合に備え，他の似たサービスの利用規約と
異なる内容を機械的に抽出し，ユーザに提示する仕
組みが必要である．

7 おわりに
本研究では，利用規約の表示手法に着目し，工夫され

た表示手法にユーザの利用規約の読解を促進する効果が
あるかを定量的に調べるための実験を行った．海外およ
び国内のクラウドソーシングサービスで実験参加者を募
集し，用意した架空の SNS のウェブサイト上で実験の
過程でユーザ登録をしてもらう実験を実施した．その結
果，表示手法の工夫は利用規約の読解の促進にほとんど
効果がなかったことがわかった．その他，ユーザの利用
規約の読解を促進する手法を検討する上で役立つことを
期待する知見をまとめた．
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